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　第 41総会期の「教団伝道対策検討委員会」は「教団機構改定検討小委員会」を設置して、今後の教団の
機構について具体的検討を進めてきました。その経緯や方向性は、昨年度の各教区総会にむけた「教団伝道
推進・機構改定に関する検討資料」中の「検討資料 2　教団機構改定について」に述べられているとおりです。
2019 年度、さらに検討作業を進めた結果、常議員会において「教団機構改定に関する教規変更案」の「素案」
が承認されるに至りました。常議員会は、この「素案」を各教区総会等に提示して検討・意見を求め、それ
によって教団総会に提案する正式な議案を策定することとしています。どうぞご検討ください。
　なお、「教規変更案（素案）」を提示するにあたって、教団機構改定の全体像をより具体的に考えることが
できるよう、関連する資料をも提示してほしいとの要望が多く寄せられました。そこで「教規変更案（素案）」
とあわせて、「教団機構改定検討小委員会」で検討・作成した資料（細則・諸規定の素案、その他）も参考
として付すこととしました。これらは「教規変更案（素案）」についての理解を助けるものとしてご参照く
ださい。

　以下に、「教規変更案（素案）」について、要点を記します。

　（1）教団総会の規模縮小
＊現在、定数 400 名となっている教団総会議員数を最大 216 名に縮小する（変更案第 1条　以下同様）。
これによって総会経費の大幅な削減が見込めるばかりでなく、教会を会場として開催することが可能
となり、教会会議として望ましい。
＊各教区から選出される教団総会議員の配分について、あらかじめとるべき員数を「教師・信徒各 3名」
から「各 2名」とすることによって小規模教区に配慮した（第 2条）。
＊総会議員数の削減に伴い、常議員会・常任常議員会の定数も削減する（第 30条、第 31条、第 37条）。

　（2）委員会および事務機構に関連して
＊教団に伝道局および教務局を設置する（第 40条、第 43 条）。教務局は、従来「総務局」の名称で検
討を進めてきたが、よりふさわしい名称として「教務局」として提案する。
＊伝道局に伝道局委員会をおく（第 41 条）。伝道局委員会の人数は 12 ～ 20 名と想定（参考資料「教
団教規施行細則変更案」第 5条）。
＊伝道局の具体的なありかたについては「伝道局規定」に定める（第 42条、参考資料「伝道局規定案」）。
＊伝道局の活動は、伝道局委員が分担するだけでなく、「実行委員会（プロジェクト・チーム）」「プラッ
トフォーム」の設置、各教区や自主活動団体との連携、教団内外の活動との協力など、さまざまな形
で担っていくことを想定（参考資料「伝道局規定案」第 7条～第 12条）。
＊教務局のありかたについては、従来の「事務局規定」を「教務局規定」と変更して定める（第 45条、
参考資料「事務局規定変更案」）。
＊教務局に財務委員会・対外委員会・教師委員会を置く。それぞれの委員会は「財務部」「対外部」「教
師部」と連携し、担当幹事と協力して執行にあたる（第 44条、第 58条、参考資料「事務局規定変更
案」第 4条、参考資料「教団機構図案」）。なお、教務局には他に「総幹事室」「総務部」を置く。
＊信仰職制委員会および教師検定委員会は、伝道局・教務局のいずれにも属さない審査機関とする（第
46条、参考資料「教団機構図案」）。

教団機構改定に関する検討資料
2020 年 4月 10 日

日本基督教団総会議長　石橋 秀雄
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伝道局規定案

伝道局規定

（名　称）
第 1条　本局を、日本基督教団伝道局という。

（所在地）
第 2条　この伝道局を東京都新宿区西早稲田二丁目 3番 18 号に置く。

（目　的）
第 3条　この伝道局規定は、日本基督教団教規第 42条に基づき、伝道局の取りあつかう事項および運営

に関する事項を定める。
（組　織）
第 4条　この伝道局に、伝道局委員会を置き、本教団の宣教活動を推進することをはかる。
第 5条　伝道局委員会は、以下に掲げる活動について、幹事との協力のもと事業計画案および予算案を

作成し、その執行にあたる。
（活　動）
第 6条　伝道局委員会は、教規第 41条第 3項に掲げる事項をつかさどり、その他以下の事項を担当する。

　　　（１）宣教方策会議の開催
　　　（２）伝道推進に必要な会堂・附属建物の建築・土地購入に関する援助
　　　（３）キリスト教教育主事の認定
　　　（４）関係委員の推薦
第 7条　伝道局委員会の中に、伝道、教育、社会、及び必要に応じて特任の担当者若干名を定めること

ができる。
第 8条　伝道局委員会の各担当者は、適宜担当者会を行う。また、必要に応じて合同の担当者会を行う。
第 9条　伝道局は、必要な会議・行事等を開催するために、また特定の課題を担うため、実行委員会（プ

ロジェクト・チーム）を置くことができる。実行委員会の委員は、伝道局委員会で選任する。実
行委員会の設置期間は、担当する事項が完了するまでとし、原則として総会期をこえないものと
する。実行委員会が開催する会議・行事等は、有志による献金によって運営することを原則とし、
伝道局委員会で決定したものを除き、教団が費用負担を負わない。

第 10条　伝道局は、宣教方策に関する事項の具体的な展開のために、課題別プラットフォームを設置す
ることができる。プラットフォームの運営の担当者は、伝道局委員会で選任して委嘱するものと
する。

第 11条　伝道局は、宣教方策に関する事項の具体的な展開のために、各教区ならびに本教団自主活動団
体と連携する。

第 12条　伝道局は、宣教方策に関する事項の具体的な展開のために、本教団内有志活動ならびに本教団
外の他団体活動と協力する。

（総幹事・幹事）
第 13条　総幹事は、事務上の管理者として関わり、伝道局委員会に、職責上陪席する。
第 14条　伝道局担当幹事は、事業計画案および予算案を伝道局委員会と協力して作成し、伝道局委員会

の議決の執行の実務にあたるほか、伝道局委員会が必要とする調査及び資金の管理にあたる。
第 15条　伝道局担当幹事は、伝道局委員会に、職責上陪席する。

（補　則）
第 16条　この規定の変更は、常議員会の議決を経て行なう。
第 17条　この規定は、○○年○月○日から実施する。

参考資料②
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